
（様式①）

[消防局]  14款　 １項　 ３目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 警防活動諸費 108,574 108,574 201,514 199,534 △ 92,940 △ 90,960

2 警防対策費 20,984 19,697 16,829 16,829 4,155 2,868

3 救助隊運営費 20,591 20,076 28,127 27,612 △ 7,536 △ 7,536

4 指令運営費 867,846 865,343 905,954 903,451 △ 38,108 △ 38,108

5 警防計画費 14,055 △ 1,311 13,249 △ 77 806 △ 1,234

6 消防水利整備費 13,473 13,473 10,601 9,001 2,872 4,472

7 災害原因調査費 1,073 1,073 1,073 1,073 0 0

8 救急運営費 229,587 226,335 665,158 658,672 △ 435,571 △ 432,337

9 救急指導費 222,585 184,294 246,254 210,438 △ 23,669 △ 26,144

10 救急需要対策費 7,548 7,548 6,574 6,574 974 974

11
旧上瀬谷通信施設地区
防災機能検討調査費

4,000 4,000 8,000 8,000 △ 4,000 △ 4,000

計 1,510,316 1,449,102 2,103,333 2,041,107 △ 593,017 △ 592,005

事　業　計　画　書　目　次

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

５年度 ４年度 増△減（５－４）





(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

細事業合計 108,574 201,514 ▲ 92,940

課長 係長 警防

本資料は、公正・適正に作成しました。 大塚　和利 杉本　悟史 野林　綾加

573 573 0

消火薬剤廃棄更新事業費 購入数量変更に伴う減

4,514 775 事務移管による増

警防資機材更新等維持管理費 積算方法の見直しによる減

事業スケジュール
平成30年度：無人航空運用管理費
令和３年度：消火薬剤廃棄更新事業開始
　　　　　　墜落制止用器具整備開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

警防活動運営・修繕費 5,289

高圧ガス施設・水難設備維持管理費 2,649 2,349 300 契約実績による増

無人航空運用管理費

人 実績 188,685 189,694

消防隊等災害活
動人員

単位 目標

隊 実績 55,310 55,229

消防隊等災害活
動部隊数

単位 目標

隊 実績 20,234 20,355

消防隊等災害
活動件数

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
消防業務支援システム（備品・資機材管理）データ
警防活動諸費各署決算内訳書
消防隊等の積載資機材調査結果（令和３年10月）

158,331

事業概要
　火災や救助をはじめとするあらゆる災害に対応するため、空気呼吸器、消防用ホース等の更新を行うとともに、地震、風水害をはじ
めとする自然災害や都市型災害、感染症対応など、複雑多様化する災害へ的確に対処するため、消防体制の充実強化を行います。

事業開始年度 昭和23年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

98,369 97,881 160,391
98,369 96,448

根拠法令・方針決裁等 消防組織法（第１条、第６条）、消防法（第１条）、災害対策基本法（第１条）、高圧ガス保安法（第49条）等

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【①事業の目的】
　消防組織法等で示されている「消防の任務」と「市町村の消防に関する責任」を遂行するため、保有する資機材の点検・整備・修繕
を行い、必要な資機材を購入し、水火災及び地震等による被害の軽減を図り、人命を救助することを目的とします。
【①事業の課題】
　資機材等の原材料高騰による、事業費の増額が見込まれます。

【②令和５年度実施内容と期待される効果】
警防活動運営・修繕費・・・・・・・・・警防活動に必要な消耗品や資機材の修繕等を行います。
警防資機材更新等維持管理費・・・・・・耐用年数を超過した資機材の更新を配置基準に基づき配付します。
高圧ガス施設・水難設備維持管理費・・・高圧ガス施設及び船外機を法令に基づき検査し、必要な消耗品を購入します。
無人航空運用管理費・・・・・・・・・・ドローンを活用した警防体制を構築し、必要な消耗品を購入します。
消火薬剤廃棄更新事業費・・・・・・・・ＰＦＯＳを含有した消火薬剤を廃棄したため、新たに補充した泡消火薬剤の維持、管理を実
施します。

令和８年度
予
算

95,381 92,677 157,658 102,574 102,574 102,574
95,381 91,488

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

157,585 102,574 102,574 102,574

199,534
増△減 △ 92,940 0 0 △ 1,980 0 0 △ 90,960

令和４年度 201,514 1,980

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 108,574 108,574

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 警防活動諸費 政策番号 33 政策指標 施策番号 施策指標

14-1-3
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 警防活動諸費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 大塚　和利 輿水　努 漆田　駿

細事業合計 20,984 16,829 4,155

課長 係長 対策

13,028 4,155
救助隊運営費から化学防護服を
事務移管したことによる増

現場指揮費 3,801 3,801 0

事業スケジュール

・平成25年度：事業開始
・令和元年度：複合型ガス測定器の修繕及び点検について、警防活動諸費から事務移管
・令和４年度：陽圧式化学防護服（限定使用）の点検業務実施、有毒ガス測定器用検知管について救助隊運営費から事務移管
・令和５年度：一部の部隊に配置する陽圧式化学防護服の仕様変更（使い捨て式から繰り返し式に変更）、陽圧式化学防護服の購入に
ついて救助隊運営費から事務移管

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

特殊災害対策・維持管理費 17,183

100

％ 実績 57.5 90.0

指揮本部ベスト
の更新実施率

単位 目標 100 100 100 100 100 100

100

％ 実績 72.0 76.3

身体防護装備
の更新実施率

単位 目標 100 100 100 100 100 100

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【①背景・課題の分析】
１　特殊災害対策・維持管理費
　　特殊災害対策として、放射線物質災害、生物災害、化学災害及び爆発災害等に対応するため、特殊災害対応隊及び消防隊等の特殊
  災害対策資機材の整備を行っています。特殊災害で使用する化学防護服及び有毒ガス測定器等は、高額な資機材になるため故障した
  場合に備えて 計画的に更新・整備することが課題です。
２　現場指揮費
　　指揮本部運営を行う指揮隊を強化するために、指揮本部運営用資機材、指揮本部要員識別用資機材等の整備等を行っています。今
  後も指揮本部運営機能の維持・強化を行うとともに、複雑多様化する災害に対応するために必要な資機材を見極めて更新・整備する
  ことが課題です。

【②事業の目的・効果】
１　特殊災害対策・維持管理費
　　特殊災害に対応し、市民生活の安全確保を担保するためには、化学防護服等の身体防護装備及び有毒ガス測定器等の特殊災害対策
  資機材を今後も維持していく必要があります。本事業は、特殊災害対策として必要な資機材の維持管理や研修及び訓練を行い、あら
  ゆる特殊災害に対応できる体制を維持・強化することが目的です。
２　現場指揮費
　　指揮隊は、火災等に出場する複数隊の消防隊の指揮を執り、その消防力を有効に活用することで被害を軽減させることが役割であ
  り、災害現場において中枢を担う部隊です。指揮本部運営機能を円滑に行うためには、災害情報等を整理する資機材のほか、様々な
  部隊が混在する中、指揮本部要員を明確にする識別用資機材等を整備する必要があります。本事業は、指揮本部運営用資機材、指揮
  本部要員識別用資機材等の整備や研修及び訓練を行い、指揮本部運営機能を維持・強化することが目的です。

根拠・データ等

１　特殊災害関連
　(1) 特殊災害関連事案及び出場部隊数
　　　平成29年度116件 549隊、平成30年度 169件728隊、令和元年度 146件602隊、令和２年度 175件842隊
　　　令和３年度 198件839隊

　(2) 化学防護服の使用実績
　　　平成29年度 743回、平成30年度 652回、令和元年度 1,012回、令和２年度 779回、令和３年度　902回

２　指揮隊関連
　　指揮隊の出場件数
　　平成29年度2,584件、平成30年度2,500隊、令和元年度2,673件、令和２年度2,436件、令和３年度　2,689件

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

事業概要
放射性物質、生物剤、化学物質、爆発物等が関連する特殊災害活動に対応するため、資機材の維持管理を行うとともに災害活動を指揮
する指揮本部機能の強化のために必要な資機材の整備を行います。

事業開始年度 平成25年度

根拠法令・方針決裁等 消防組織法、消防法、警防規程

決
算

15,654 13,947 13,819
15,654 13,947 13,819

20,984
17,414 14,467 13,744 19,697 19,697 19,697

予
算

17,414 14,467 13,744 20,984 20,984

0 2,868

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 4,155 0 1,287 0 0

0
令和４年度 16,829 16,829

単独事業

19,697
補助事業 0

令和５年度 20,984 1,287

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号 該当なし
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3

警防対策費

枝番号 前年度事業名称 警防対策費

政策番号 33 政策指標 施策番号 1 施策指標事業名称

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 救助隊運営費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

事業名称 救助隊運営費 政策番号 33 政策指標 施策番号 1 施策指標

令和５年度 20,591 215 300 20,076
0

単独事業 0
補助事業

27,612
増△減 △ 7,536 0 0 0 0 0 △ 7,536

令和４年度 28,127 215 300

令和８年度
予
算

18,500 17,950 23,462 20,591 20,591 20,591
18,500 17,450

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

23,162 20,076 20,076 20,076

根拠・データ等 前年度実績を基に算出しました。

27,253

事業概要
　特別高度救助部隊、特別救助隊及び水難救助隊配置資機材の更新、仮設訓練施設の整備・維持管理、各種訓練に係る資機材等の購入及
び運営管理します。

事業開始年度 昭和39年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

29,534 24,646 30,875
29,534 24,197

根拠法令・方針決裁等 消防組織法、消防法、災害対策基本法、救助隊の編成、装備及び配置の基準を定める省令

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【①背景・課題の分析】
　被害が甚大化している地震や風水害等の自然災害、及び都市型による多様な救助事案への的確な対応が求められている。
【①事業の課題】
　資機材等の原材料高騰による、事業費の増額が見込まれる。
　装備品、資機材、訓練部材の更新・維持管理等に必要予算が不足しており救助隊運営がひっ迫している。

【②事業目的】
　あらゆる災害においての人命救助に的確に対応するために、救助隊運営に関わる事務を行います。
【効果】
（1）救助隊配置の省令資機材の維持管理を適正に行うことで、救助活動体制を維持します。
（2）仮設訓練施設の整備・維持管理を行い、安全に訓練ができる体制を維持します。
（3）各種訓練を企画運営し、救助活動能力の向上を図ります。

局訓練
実施実績

単位 目標 50 50 50 50

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

50 50 50

回 実績 9 28

署訓練
実施実績

単位 目標 200 200 200 61,000 61,000 61,000 61,000

回 実績 103 60,417

1,163 ▲ 126 事業見直しによる減

救助隊装備品管理費 6,624 7,099 ▲ 475
配置数及び更新計画の見
直しによる減

事業スケジュール

・国際消防救助隊登録申請（４月、５月）・エレベーター訓練講習費（１月）・救助ロープの購入（10月）・水難救助隊の装備更新
(７月)・都市型救助更新資機材購入（７月）
・酸素呼吸器清浄剤購入（８月）・救助ベスト購入（８月）・仮設訓練施設点検（６月）
・訓練用部材購入（10月）・活動支援対策物品購入（４月）・訓練センター修繕（11月）
・耐電衣定期点検（６月、１月）・潜水ボンベ更新　(９月)

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

救助隊運営事務費 1,037

訓練施設・安全管理対策費 8,497 12,660 ▲ 4,163 仮設訓練施設設置数の減

省令資機材維持管理費 2,526 5,287 ▲ 2,761
配置数及び更新計画の見
直しによる減

救助資機材燃料費 220 209 11 燃料単価上昇による増

水難救助隊装備品管理費 1,637 1,637 0

特別高度救助部隊消耗品費 50 72 ▲ 22 購入数見直しによる減

本資料は、公正・適正に作成しました。 大塚　和利 長﨑　俊介 下村　淳一

細事業合計 20,591 28,127 ▲ 7,536

課長 係長 訓練救助
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧

係

細事業合計 867,846 905,954 ▲ 38,108

課長 係長 システム管理

本資料は、公正・適正に作成しました。 田邊　栄久 黒川　賢治 炭竈　建太郎

救急隊増隊等事業 6,308 11,322 ▲ 5,014 増隊数の変更による減

高度安全安心情報ネットワーク維持費 269,597 202,312 67,285 AVM更新台数による増

指令通信設備更新費 126,301 216,193 ▲ 89,892
無線機の更新台数による
減

15,111 23,147 ▲ 8,036 NET119導入完了に伴う減

災害情報画像伝送システム維持費 37,605 42,503 ▲ 4,898
司令センター移転に伴う
保守期間短縮による減

184,472 166,570 細事業の統合による増

無線設備維持管理費 61,882 191,953 ▲ 130,071 細事業の統合による減

事業スケジュール

昭和62年度　司令センター竣工、運用開始
平成15年度　新指令設備運用開始
平成27年度　デジタル無線（共通波）運用開始、指令台更新
平成28年度　デジタル無線（活動波）運用開始、アナログ無線運用停止
令和５年度　新本部庁舎へ移転

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

通信設備維持管理費 351,042

指令運営費

1000

人 実績 334 511

Net119
登録者(R2～)

単位 目標 400 500 600 700 800 900

170

件 実績 132 122

多言語通訳
利用件数

単位 目標 110 120 130 140 150 160

安定稼働 安定稼働 安定稼働

件 実績 安定稼働 安定稼働
安定稼働

単位 目標 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 前年度実績を基に積算

1,146,892

事業概要
火災・救急等災害時における部隊運用及び各種警防指令情報の管理に必要な消防通信指令設備の適切な維持管理を図るとともに、消防
情報の収集や伝達、記録等を迅速に行うものである。

事業開始年度 昭和62年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,283,195 1,170,419 1,150,411
1,280,675 1,167,960

根拠法令・方針決裁等 消防組織法、消防法、電波法、電気通信事業法、気象業務法、災害通信取扱規程、市防災計画等

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

市民を災害等から守るために、有線・無線の通信設備を制御するとともに、消防司令センターと消防署所等を専用回線でつなぎ、ス
ピーディーな情報受伝達を実現している。こうした通信設備等の整備・保守を適切に行うことにより、消防通信指令設備の安定稼動を
図っている。
主な消防通信指令設備として自動出動指定装置、指令台、受付指令制御装置、無線基地局がある。この４つの設備が主となって119番通
報を受け付け、部隊を選別して現場の部隊へ指令を行っている。
本事業はこれら消防通信指令設備の整備・保守を行うものであり、市民の生命・財産を守るために必要不可欠なものである。

令和８年度
予
算

1,309,973 1,191,364 1,169,222 1,010,978 1,008,360 987,904
1,307,423 1,187,518

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,165,660 1,008,475 1,005,857 985,401

216,000 687,451
増△減 △ 38,108 0 0 0 0 37,000 △ 75,108

令和４年度 905,954 2,503

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 867,846 2,503 253,000 612,343

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 市債 一般財源

事業名称 指令運営費 政策番号 33 政策指標 施策番号 1 施策指標

14-1-3
2事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 指令運営費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 司令
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

細事業合計 14,055 13,249 806

課長 係長 計画

本資料は、公正・適正に作成しました。 佐久間　栄吉 本田　努 西條　祐希

4,400 4,400 0

86 10 配付単価見直しによる増

警防計画費 7,334 7,478 ▲ 144 更新対象数の減

事業スケジュール

＜警防基本図の更新＞
令和５年４月　基本図配布データの再確認　　令和５年11月～12月　原図修正
令和５年５月　発注業務　　　　　　　　　　令和６年１月　各署校正作業
令和５年６月～７日　業者調整　　　　　　　令和６年２月～３月　原図修正、印刷、製本
令和５年８月～10月　各署修正作業　　　　　令和６年３月下旬　納品

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

防災計画費 96

緊急消防援助隊運営費 2,225 1,285 940 購入資機材の増

緊急消防援助隊準備金

2

回数 実績 0 1

緊急消防援助隊
訓練

単位 目標 1 3 3 2 2 2

288

冊 実績 282 288

警防基本図
更新

単位 目標 282 288 304 297 300 282

199 200 198

回数 実績 181 195

防災計画に
基づく訓練

単位 目標 181 195 206 194

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・警防基本図配布基準（平成28年６月）
・他都市の災害派遣に伴う派遣準備金に関する取扱要領（陸上部隊平成30年２月、航空部隊平成30年３月）

△ 15,512

事業概要 消防活動を効率的かつ安全に実施するために定める事前計画の策定及び資機材等の整備事業です。

事業開始年度 昭和46年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

8,129 8,184 12,558
5,148 6,996

根拠法令・方針決裁等 ・消防組織法第４条・第６条・第７条・第39条・第43条・第44条・第45条　・災害対策基本法第５条・第42条

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
【防災計画、警防計画関連事業】近年、全国で甚大な被害がでている地震や風水害及び火災等による被害を軽減するため、大規模災害
等に対する活動の強化を図る必要性があります。
【緊援隊関連事業】日本各地で発生する地震や風水害による大規模災害等の発生時に、消防組織法第45条に基づく緊急消防援助隊の災
害派遣活動をより迅速・確実な活動を実施していくため、事前準備及び訓練等を実施していく必要があります。

②事業目的（必要性）・効果
【防災計画、警防計画関連事業】各防災計画消防局細部計画を改正するとともに、計画に基づく訓練を実施することにより、大規模災
害等に対する活動の強化を図ることができます。また、火災等の災害に対応するため、警防基本図及び警防計画を改訂し、消防活動上
必要となる情報を整理することで迅速・確実な活動に繋げます。
【緊援隊関連事業】全国で発生した地震や風水害の被災地に迅速な出動を行い、円滑な活動を実施するため、緊急消防援助隊の資機材
整備及び活動準備金の整備を行います。また、地域ブロック合同訓練へ参加をすることにより、迅速かつ効率的な活動に繋げます。

令和８年度
予
算

11,935 12,184 12,976 15,310 14,639 13,897
3,141 2,418

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

△ 199 △ 56 △ 727 △ 1,469

△ 77
増△減 806 8,113 0 △ 6,073 0 0 △ 1,234

令和４年度 13,249 5,308 0 8,018

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 14,055 13,421 1,945 △ 1,311

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 警防計画費 政策番号 33 政策指標 施策番号 施策指標

該当なし
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 警防計画費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

該当なし
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 消防水利整備費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

事業名称 消防水利整備費 政策番号 33 政策指標 施策番号 1 施策指標

令和５年度 13,473 13,473
0

単独事業 0
補助事業

9,001
増△減 2,872 0 0 0 △ 1,600 0 4,472

令和４年度 10,601 1,600

令和８年度
予
算

7,371 6,265 6,257
7,371 6,265

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

6,257
17,213 17,213 16,313
17,213 17,213 16,313

根拠・データ等

〈改修要望と実績について〉
・改修要望件数：31件/年度　・改修実績件数：16件/年度  　※過去５年間の平均値より算出

〈改修要望件数〉(累計) 令和２年度 145件、令和３年度 149件、令和４年度 165件（見込）、令和５年度 167件（見込）
〈改修実績/年度〉　　  令和２年度  19件、令和３年度  19件、令和４年度  29件（見込）、令和５年度  37件（見込）
〈残り/年度〉　　　    令和２年度 126件、令和３年度 130件、令和４年度 136件（見込）、令和５年度 130件（見込）

6,283

事業概要 　防火水槽等の消防水利施設を適切に維持管理し、常に良好な状態を確保することで火災による被害の軽減を図ります。

事業開始年度 昭和26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

5,841 5,777 6,283
5,841 5,777

根拠法令・方針決裁等 消防法第20条、都市計画法第39条、消防水利の基準(消防庁告示第７号)

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　防火水槽等の占用地、蓋、標識柱等が経年劣化などの理由により、各署から毎年多数の故障通知書が報告されており、改修が追いつ
いていない状況です。
　防火水槽等の消防水利施設を適切に維持管理することで、通常火災時や地震火災時において迅速な消火活動につながり、火災による
被害を軽減します。
　また、市民が劣化した標識柱などへの接触により、負傷する危険性が少なくなり、安全を確保します。

防火水槽
占用地改修

単位 目標 2 2 5 7

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

8 8 7

基 実績 3 2

防火水槽
標識柱改修

単位 目標 11 7 10 15 16 16 16

基 実績 11 10

防火水槽
蓋改修

単位 目標 6 7 23 15 26 26 26

基 実績 5 7

1,881 192 改修計画見直しに伴う増

防火水槽改修費 11,400 8,720 2,680 改修計画見直しに伴う増

事業スケジュール

各年度
・４月～６月　改修計画に基づき、改修箇所を選定
・７月～８月　契約事務手続き
・９月～12月　改修委託業務
・通年　　　　改修要望の受理事務

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

消防水利維持管理費 2,073

本資料は、公正・適正に作成しました。 佐久間　栄吉 比留間　拓也 佐藤　望

細事業合計 13,473 10,601 2,872

課長 係長 計画
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係課長 係長 調査

本資料は、公正・適正に作成しました。 宇多　範泰　 中澤　靖彦 薄　武史

現場調査用資機材 186 142 44
試料採取袋購入による
増

細事業合計 1,073 1,073 0

事業スケジュール

①調査担当者会議【４月】　　　　　⑥市火災調査科【11月】　　　　　　　⑪開示請求、照会対応【随時】
②調査指揮者研修【５月】　　　　　⑦県火災調査科【１月】　　　　　　　⑫製品火災報告対応【随時】
③火災概況の記者発表【７、１月】　⑧震災時火災被害調査研修【２月】　　⑬調査結果から得られた情報の発信【随時】
④消大火災調査科【７月、11月】　　⑨実況見分及び鑑識支援【随時】
⑤専門調査員実務研修【10月】　　　⑩火災統計資料の作成・提供【随時】

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

災害調査用消耗品等 308 308 0

災害調査用資機材 579 623 ▲ 44
積算単価見直しによる
減

650

件 実績 646 648
火災調査件数

単位 目標 646 700 700 650 650 650

650 650 650

件 実績 646 648
火災件数

単位 目標 646 700 700 650

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・火災件数（年度）
　平成29年度　820件、平成30年度　709件、令和元年度　691件、令和２年度　646件、令和３年度　648件、令和４年度　650件
（見込み）

1,585

事業概要
　消防法第31条に基づき、火災の原因及び損害の調査を行い、その結果を予防及び警防業務の各種施策に反映するとともに、国
への報告を行います。

事業開始年度 昭和23年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

939 1,784 1,585
939 1,784

根拠法令・方針決裁等 　消防法、消防組織法、火災報告取扱要領、火災調査規程、火災調査統計規程、横浜市消防局罹災証明等取扱規程

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　①消防法第31条に基づく、火災調査（火災の原因及び損害の調査）を行うことは消防の義務であり、その結果は火災統計とし
て集計分析し、予防及び警防業務の各種施策に役立てられています。そのためには出火原因が不明の火災が少ないことが重要で
すが、火災件数に占める不明の割合（不明率）は、平成24年から令和３年までの10年間で、21大都市（東京都及び政令市）の平
均5.9％に対し、横浜市では平均8.5％となっており、調査員の調査技術向上と必要な資機材の整備によって不明率は減少傾向と
なってきているものの、課題となっています。

②本事業は、火災現場における実況見分等で使用する現場仕様デジタルカメラや簡易的に油分等の有無を検知できるガス検知管
などの資機材を整備することで、出火原因を特定するための精度を向上させることを目的としています。
　１件の火災ごとに作成する火災調査書類は、出場途上から鎮火後の実況見分、出火箇所付近から収去した物品の分解鑑識に至
るまでの火災の事実を文章と写真で記録し、出火原因について消防の見解をまとめた貴重な資料であり、火災の関係者等からの
開示請求のほか、司法機関、捜査機関や弁護士会からの照会を受け、証拠資料として扱われることがあるため、火災現場で必要
な資機材を整備しておく必要があります。
　また、火災の損害調査で得られた情報から罹災者からの申請に応じて罹災証明書を発行し、保険請求や各種支援制度の利用と
いった罹災者の救済に役立てられています。

令和８年度
予
算

1,052 1,017 1,118 1,425 1,425 1,425
1,052 1,017

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,118 1,425 1,425 1,425

1,073
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 1,073

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 1,073 1,073

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 災害原因調査費 政策番号 33 政策指標 施策番号 施策指標

該当なし
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 災害原因調査費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 予防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 救急
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

14-１-3
3事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 救急運営費

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 救急運営費 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

令和５年度 229,587 3,252 226,335
0

単独事業 0
補助事業

658,672
増△減 △ 435,571 0 0 △ 3,234 0 0 △ 432,337

令和４年度 665,158 6,486

令和８年度
予
算

177,155 176,322 195,788 232,738 235,991 239,243
169,805 169,288

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

188,754 229,486 232,739 235,991

根拠・データ等 横浜市将来人口推計、救急統計管理システム

191,588

事業概要 傷病者の救命効果の向上及び生命保持に寄与するため、応急処置等を実施し、適切な医療機関へ迅速に搬送する。

事業開始年度 平成５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

168,431 313,166 198,073
161,398 306,328

根拠法令・方針決裁等
・消防法（昭和23年法律第186号）・救急救命士法（平成３年法律第36号）・横浜市救急条例（平成19年条例第60号）・救急救命士法施
行規則（平成３年厚生省令第44号）・救急隊員の行う応急処置等の基準（昭和53年消防庁告示第２号）・横浜市救急条例（平成19年条
例第60号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　新型コロナウイルスの感染拡大、高齢化の進展等により増大が予測される救急需要へ対応するため、救急資器材の適正な維持管理、
消耗品の調達、ICTを活用した救急業務の高度化等を推進し、救急隊の適切な救命処置や現場到着時間の短縮等により、救命効果の向上
を図るとともに安定した救急サービスを提供する。

緊急度の高い傷病
者に対する救急車
等の平均現場到着
時間

単位 目標 ５分台 ５分台 ６分台 ６分台

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

６分台 ６分台 ６分台

分 実績 6.2分 6.5分

54,981 407 指示要請件数の増

救急救命用資器材 38,881 485,926 ▲ 447,045
自動式心マッサージ器の
整備完了に伴う減

事業スケジュール

・平成５年５月12日：事業開始（救急課開設）
・平成５年８月１日：救命指導医制度運用開始
・平成15年４月１日：包括的指示下での除細動開始
・平成16年10月７日：救急救命士による気管挿管開始
・平成18年４月11日：救急救命士による薬剤投与開始
・平成20年10月１日：横浜型救急システム運用開始
・平成28年７月８日：ビデオ硬性挿管用喉頭鏡認定救急救命士の運用開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

救命指導医等運営費 55,388

救急業務維持費 2,487 2,206 281 保守点検費用単価の増

救急事務費 救急出場件数の増

高速道路関連費用 316 321 ▲ 5
令和２年中対象救急出場
件数の減

救急業務検討委員会 912 912 0

ICT運営費 14,589 11,295 3,294
タブレット型端末の台数
及び単価の増

救急資器材管理供給業務委託
救急資器材消耗品使用数
量の増

救急隊等増隊事業 102 788 ▲ 686
非常用救急車の整備完了
に伴う減

本資料は、公正・適正に作成しました。 石黒　靖雄 鈴木　健 奥田　圭介

細事業合計 229,587 665,158 ▲ 435,571

課長 係長 救急企画

-8-



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

係

細事業合計 222,585 246,254 ▲ 23,669

課長 係長 救急指導

本資料は、公正・適正に作成しました。 笹尾　洋介 吉元　景 勝俣　志郎

救急救命士養成所等維持管理 7,036 7,036 0

ウツタイン予後調査 47 49 ▲ 2 郵送件数見直しによる減

救急救命士教育 19,598 20,387 ▲ 789
訓練用資器材の見直しに
伴う減

23,387 11,799 11,588 新規事業開始による増

救急救命士養成教育 18,728 18,997 ▲ 269
国家試験合格者数の変更
に伴う減

38,876 ▲ 49
バイスタンダー保険算定
金額減に伴う減

感染防止対策 113,988 147,892 ▲ 33,904 積算方法変更による減

事業スケジュール
・平成５年度：事業開始
・令和３年度：救急救命士養成費他が事務移管

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

応急手当普及啓発事業 38,827

救急隊増隊等事業 974 1,218 ▲ 244 必要数減少に伴う減

メディカルコントロール体制の充実・
強化

17

人 実績 0 16

指導救命士
養成

単位 目標 15 15 15 17 17 17

40

人 実績 16 19

救急救命士
養成

単位 目標 40 40 40 40 40 40

28,400/930 28,400/930 28,400/930

人/回 実績 6,444/420 8,759/547

救命講習実施
回数及び
受講者数

単位 目標 7,250/480 5,850/385 48,400/930 28,400/930

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・救急出場件数
　＜実績推移＞２年中194,639件、３年中204,427件
・心肺機能停止傷病者
　＜実績推移＞２年中3,720人、３年中3,737人

16,974

事業概要
　メディカルコントロール体制の充実強化、救急活動の事後検証及び救急隊員への訓練指導等を実施するほか、感染防止対策及び隊員保
護を図るため、救急活動に必要な救急資器材等を整備する。また、傷病者の救命効果の向上及び自助・共助の推進、並びに必要な知識や
技術を持った市民を増やすため、応急手当普及啓発を実施する。

事業開始年度 平成５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

12,260 9,511 32,187
12,260 9,511

根拠法令・方針決裁等
・消防法（昭和23年法律第186号）、救急救命士法（平成３年法律第36号）、救急救命士学校養成所指定規則（平成３年文部省・厚生省令
第２号）、「救急救命士の資格を有する救急隊員の再教育の一部改正について」（平成28年３月31日消防救第38号）、「救急業務に携わ
る職員の生涯教育のあり方について」（平成26年５月23日消防救第103号）、横浜市救急条例（平成19年条例第60号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　平成21年以降、救急出場件数は増加を続け、心肺機能停止傷病者数も増加している。これらの背景には、高齢化の進展等によるものの
ほか、新型コロナウイルス感染症の流行の影響等もあり、救急需要は更なる増加傾向にある。
　これらの社会情勢等に関わる対応とともに、個別のあらゆる救急事案への的確な対応を図るため、救急救命体制の充実強化に取り組
む。具体的には、メディカルコントロール体制の確保、事後検証や症例検討会等の実施、救急救命士等に対する医療知識及び技術の習
得・維持向上を目的とした教育、必要な救急救命士の養成のほか、救急隊員等への適切な感染防止対策を講じるため必要資器材の整備を
図る。また、救急車の到着前に市民による適切な処置がなされるよう応急手当の普及啓発を実施する。

令和８年度
予
算

9,868 10,021 36,808 99,039 99,339 99,639
9,868 10,021

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

18,042 60,748 61,048 61,348

210,438
増△減 △ 23,669 0 0 2,475 0 0 △ 26,144

令和４年度 246,254 35,816

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 222,585 38,291 184,294

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 救急指導費 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

14-1-3
4事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 救急指導費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 救急
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

細事業合計 7,548 6,574 974

課長 係長 救急企画

本資料は、公正・適正に作成しました。 石黒　靖雄 鈴木　健 奥田　圭介

0 717 ▲ 717
非常用救急車の整備完了
に伴う減

事業内容の精査に伴う減

非常用救急車積載用資器材の更新整備 更新整備対象車両の増

事業スケジュール
・平成26年度：救急需要対策費事業開始
　　　　　　　救急受診ガイド運用開始
・平成28年度：民間企業と連携した広報を展開

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

緊急度判定体系の整備

救急の日・救急車適正利用広報 2,917 2,931 ▲ 14 購入数量見直しに伴う減

救急隊増隊等事業

5 5 5

隊 実績 3 3

非常用救急車
積載用資器材

単位 目標 3 3 3 5

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 　横浜市将来人口推計（令和元年12月）、救急統計管理システム

164,004

事業概要
　増大する救急需要に対応するため、緊急度判定体系の整備、非常用救急車積載用資器材の更新整備、救急の日・救急車適正利用広報を
実施し、救急需要対策を推進する。

事業開始年度 平成26年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

91,538 100,424 164,004
91,538 100,424

根拠法令・方針決裁等
・消防法（昭和23年法律第186号）・救急救命士法（平成３年法律第36号）・横浜市救急条例（平成19年条例第60号）・救急救命士法施行
規則（平成３年厚生省令第44号）・救急隊員の行う応急処置等の基準（昭和53年消防庁告示第２号）・横浜市救急条例（平成19年条例第
60号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　新型コロナウイルスの感染拡大や高齢化の進展等に伴いさらなる増加傾向にある救急需要に対し、救急要請多発時における対策や市民
に対する予防救急広報をさらに推進する。特に、救急要請多発時には、非常用救急車を活用して増強救急隊を編成するため、計画的に非
常用救急車積載用資器材の更新整備を行う。
  また、社会経済情勢の変化に対応したより効果的な予防救急広報を推進するため、デジタルサイネージやSNS、集合型イベント、ポス
ター掲出など、あらゆる媒体や機会を捉えて、ケガや熱中症等に係る予防救急、救急受診ガイドの利用促進、救急車の適正利用等の広報
を展開し、救急需要の抑制を図る。

令和８年度
予
算

94,614 94,411 120,337 7,548 7,548 7,548
94,614 94,411

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

120,337 7,548 7,548 7,548

6,574
増△減 974 0 0 0 0 0 974

令和４年度 6,574

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 7,548 7,548

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 救急需要対策費 政策番号 17 政策指標 施策番号 5 施策指標

14-1-3
5事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 救急需要対策費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 救急
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 消防 警防
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 14 1 3 枝番号 前年度事業名称 旧上瀬谷通信施設地区防災機能検討調査費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 旧上瀬谷通信施設地区防災機能検討調査費 政策番号 33 政策指標 施策番号 施策指標

令和５年度 4,000 4,000
0

単独事業 0
補助事業

8,000
増△減 △ 4,000 0 0 0 0 0 △ 4,000

令和４年度 8,000

令和８年度
予
算

0 0 0 3,000 13,000 61,386
0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 3,000 13,000 61,386

根拠・データ等

・首都直下地震や南海トラフ地震の発生確率：30年以内に約70％（※１）
　被害（※２）元禄型関東地震（建物全壊：34,669棟、半壊：113,719棟、全焼：77,700棟、死傷者：24,960人）
　　　　　　　東京湾北部地震（建物全壊： 4,331棟、半壊： 29,524棟、全焼：13,000棟、死傷者： 5,260人）
　　　　　　　南海トラフ地震（建物全壊：   160棟、半壊： 21,641棟、全焼：    ５棟、死傷者：   426人）
　※１相模トラフ沿いの地震活動の長期評価、南海トラフの地震活動の長期評価（地震調査研究所推進本部）
　※２横浜市地震被害想定調査報告書

0

事業概要
　首都直下地震等大規模災害時の被害軽減に向け、旧上瀬谷通信施設地区に形成予定である広域応援活動拠点の機能が発揮できるよう
防災機能用地を整備する。

事業開始年度 令和４年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

0 0 0
0 0

根拠法令・方針決裁等 ・消防組織法第４条・第６条・第７条・第39条・第43条・第44条・第45条　・災害対策基本法第５条・第42条

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　30年以内に約70％の確率で発生が危惧される首都直下地震や南海トラフ地震等の大地震及び近年被害が激甚化する風水害に対し、そ
の被害軽減に向けた対策は、喫緊の課題となっています。仮に首都直下地震等大規模災害が発生した場合、その対応は混迷を極めるも
のの、応急救助活動は、迅速かつ的確な対応が求められるが、本市の死傷者は元禄型関東地震規模で24,960人と予測されることから、
本市の消防力だけでは対処ができず、国の機関を始め、他都県市から多数の応援部隊に頼らざるを得ず、本市機関と連携した、活動が
望まれる。
　本市においては、応援部隊の活動拠点として26カ所に指定しているものの、自衛隊、警察、緊急消防援助隊等の多数の応援部隊を一
挙に受け入れる場所が乏しく、また防災に資する目的で整備されたものではないことから、迅速かつ効果的な対応に難があります。こ
のことから旧上瀬谷通信地区には、多数の応援部隊を一挙に受け入れる広域応援活動拠点を形成予定となっています。当該地区に応援
部隊を受け入れ後、各部隊が市内被災地において効率的かつ効果的な応援救助活動を実施するためには、市内災害情報の供機や応援部
隊の指揮機能を支援する情報機器等の防災機能が当該地区に必要であり、それら防災機能を当該地区に整備することで広域活動拠点と
して機能を発揮することから、市内災害情報を収集でき、迅速に情報提供することができる消防が、これまでの災害派遣経験を踏まえ
た、それら防災機能を防災機能用地に整備していく必要があります。

機能検討
単位 目標 － － 調査・検討 基本構想

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

基本計画① 基本計画② 基本設計

- 実績 － －

防災機能用地整備

事業スケジュール

令和４年度　調査検討　　　　 　　　　　令和９年度　実施設計
令和５年度　基本構想　　　　　　　　　 令和10年度　用地取得・工事・工事監理等
令和６年度　基本計画①　　　　　　　 　令和11年度  工事・工事監理等
令和７年度　基本計画②　　　　　       令和12年度　工事・工事監理等
令和８年度　基本設計　　　　　         令和13年度　消防施設として供用

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

機能検討事業

本資料は、公正・適正に作成しました。 佐久間　栄吉 久嶋　秀文 小杉　重雄

細事業合計 4,000 8,000 ▲ 4,000

課長 係長 計画
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